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自宅は日本一の清流を望む断崖に立つ



研究所オフィス「さざ波テラス」は日本海のそば
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最近の著作
「田園回帰１％戦略」
～地元に人と仕事を
取り戻す～
（農文協、2015年6月）
全国で１万部突破

「過疎対策のバイブル的存在」
（読売新聞、2015年7月5日書評
濱田武士氏評）

「『消滅論』で意気消沈した自治
体にぜひ、本書で次の一歩を」
（朝日新聞、2015年8月16日書
評 諸富 徹氏評）

「地域再生分野の書籍の決定版
中の決定版」（毎日新聞、2015年
10月18日書評 藻谷浩介氏評）

「移住１％戦略」として
2015年12月9日NHK番組
「クローズアップ現代」で紹介



地域経済循環の見える化指南

2018年3月25日
発売～農文協～
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人口対策・定住実現の決定版

2018年12月5日発売～農文協～



全国で展開中の「小さな拠点」の初の本格解説本！

2019年12月21日発売～農文協～



日本の「失敗の本質」を
年代ごとに総括。

2020年10月30日発売～河出書房新社～
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地方都市郊外によくある大型ショッピングセンター、
ロードサイドショップ

１．地域内経済循環の現状～著しい域外流出



地方都市中心部で目立つシャッター街



島根県益田市街地１９４８年１０月３日（国土地理院提供）＊現在人口５万人
＊米軍撮影

中世からの
城下町エリア

鉄道駅周辺に
野菜、牛、魚市場
が形成→繁華街へ

中心移動

地方都市のDNAは市場町～周辺の農山漁村との域内循環



島根県益田市街地１９７６年８月２１日
（国土地理院提供）

駅北の農地に
バイパス新設
新たな商店街へ
（駅北口無し）

北西の海岸沿いに
工業・卸売団地と
木工団地が整備

日本の地方都市で目立つ中心移動～城→鉄道駅→IC,バイパス



島根県益田市街地２０１０年５月２日（国土地理院提供）

工業・木工団地跡地に
大型ショッピングセンターと
ロードサイドショップ

中
心
部
を
ず
ら
し
続
け
、
使
い
捨
て
に
し
て
は
ダ
メ



高津川流域（人口７万）経済循環：域外調達1,420億円（Ｈ１５）

『平成１５年益田圏域産業
連関表』（島根県）等による

毎年、外から買う量を100から99に減らし、
１ほど、地域内で原材料から創り始める

域
外
流
出
の
１
％
を
取
り
戻
せ
ば
、

所
得
の
１
％
取
戻
し
が
見
え
て
来
る

住
民
の
所
得
額

に
ほ
ぼ
匹
敵

1,556億

（島根県）



２．益田市における飲食業界の地産地消LM3分析

全店舗数 調査済店舗数

1.レストラン・食堂（洋食・和食） 49 7

2.レストラン・食堂（専門料理店） 62 10

3.居酒屋 42 7

4.バー・スナック 73 1

5.カフェ・喫茶店 37 2

6.ベーカリー 11 2

合計 274 29

（１）１次調査での飲食業界の調査対象：29事業体

（２）２次調査での流通・生産者への調査：30事業体

事業体区分 郵送区分
調査依頼

店舗数

調査済

店舗数

Aグループ 20 18

Bグループ 12 5

生産 Aグループ 7 7

39 30

流通

合計：

Aグループ：調査員が訪問して聞き取り調査を実施。
Bグループ：郵送での調査依頼・郵送での返信で実施。

※流通・生産、両方の特性を持っている事業体に
ついてはダブルカウント（3つ）しています。
（例：醤油製造業、豆腐製造業等の加工品
製造業）

今回の調査では、１次・２次を合わせて59の飲食・流通・生産に関わる事業体について、
LM3と言われる域内での３段階の取引状況を集約する手法で域内循環状況を分析しました。



2．LM3（地域内乗数３）理論に基づいた（産業連関表が無くてもOK！）
消費・流通・生産の３段階を通じた域内経済循環の把握

ステージ
設定

ステージ１
消費

ステージ２
流通

ステージ３
生産

ステージ４
投入財生産

地域外 域外消費者
域外事業体

域外事業者 域外生産者 域外投入財生
産者

地域内 家計消費 スーパー
直売所
JA,GSなど

農家
林家
など

農林業機械

燃料、肥料、農
薬、種子など

事業体調達

域内所得 事業体域内賃金
⓪

流通事業者域内賃
金①

生産者域内
賃金②

投入財生産者
域内賃金③

事業体経由
パターン
LM3計算
（LM4)

R1 ＝ 家計購入

額＝事業体売上
額（予算額）

R2 ＝ 域内調達

額①＋事業体域内
賃金⓪

R3 ＝ 流通事業

者域内調達額②
＋流通事業者域
内賃金①

R４ ＝ 生産者
域内調達額③

＋生産者域内
賃金②

地域内乗数の
基本算定式
Ｒ１ / Ｒ１＋Ｒ２＋
Ｒ３

一般消
費者・事
業体から
のLM3

R1 ＝ 流通事業
者売上額①

R2 ＝ 流通事業
者域内調達額②

＋流通事業者域
内賃金①

R3 ＝ 生産者
域内賃金②

＋生産者域内
調達額③

購入① 調達② 調達③購
入
⓪

調達①



＊域内仕入れと地元産品利用の比較例

居酒屋A

居酒屋部門

売上げ
5,430万円

地元
仕入額
2,650万円

魚1,840万円
酒450万円
野菜190万円

流通所得290万円

地元産品購入額
930万円

生産所得290万円

資材販売所得
30万円

LM3値2.23 飲食費1,000円当たり112円所得創出
地
元
密
着
タ
イ
プ

居酒屋B

売上げ
5,200万円

LM3値1.00 飲食費1,000円当たり０円所得創出
全
国
チ
ェ
ー
ン
店

地元仕入額
０円

＊全国的なデータからは
地元仕入れがほとんどない
場合が多い。

同じような売上げ規模の居酒屋同士で比較しても、地元仕入れや地元産品利用の違いで、地
域全体としては、域内所得の創出に大きな違いがあることがわかります。



（１）全事業所・全品目合計（推定値）

１．結果概要（データ調査）

項目 各値

食料品総購入額： ¥1,516,211,737

域内購入（仕入）額： ¥700,064,644

域内購入（仕入）率： 46.2%

地元（益田市）産品購入額： ¥181,682,435

地元（益田市）産品利用率： 12.0%

所得創出総額： ¥138,700,882

LM3（地域内乗数3）： 1.56

地
元
で
の
仕
入
率
は
５
割
弱

地
元
産
品
利
用
率
は
１
割
強

下表は、益田市のすべての飲食店・パン屋の、全品目を対象とした仕入に関する集計値で
す。（食材仕入に限定した結果で、飲食店・パン屋自体の所得額は含んでおりません。）
地元市内での仕入率は、半分を割る46.2％、地元産品の利用率は１割強の12.0％に留まっ

ています。



（２）品目毎 仕入額（域内外からの総額）

¥0
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品目別 購入（仕入）額

1
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２
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３
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４
位

野
菜

肉類の仕入額
３億円超

仕入額の上位３位は、肉・魚・酒となっています。
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（３）品目毎 域内仕入率

1
位
野
菜

３
位

乳
・
卵

２
位

酒

低い肉
13.7％

仕入額トップの肉の域内仕入率は13.7％と著しく
低くなっており、魚の半分を割る結果です。



6.9%

39.3%
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品目別 地元（益田市）産品利用率

「卵」の養鶏場直接仕入効果

パン屋からの直接
仕入れ効果 キヌヤ等の直売コーナー

からの仕入れ効果

米

パン

高いのは

低いのは

野菜

卵・牛乳

めん

野菜加工品
：つけもの、豆腐

肉 魚 油・調味料

ジュース類

アルコール

日
本
酒
だ
け
で
な
く
、
地
ビ
ー
ル

地
元
ワ
イ
ン
の
必
要
性

（４）品目毎 益田市産品利用率

1.8%

極端に低い肉
→豚肉生産や加工業無し、価格差

卵・パン・野菜等が高い一方で、肉・酒・米等は１割を切る低さとなってい
ます。その背景としては、生産体制の不備や価格格差などが考えられます。



（５）品目毎 所得創出額

¥0

¥5,000,000

¥10,000,000

¥15,000,000

¥20,000,000

¥25,000,000

¥30,000,000

¥35,000,000

¥40,000,000

¥45,000,000

¥50,000,000

品目別 所得創出額

人件費所得 生産者所得

域内仕入・地元産品
利用効果 域内仕入効果

地元産品
利用効果

野菜

高いのは
魚

酒

仕入額
仕入率
生産率
の３つが影響

＊人件費所得：流通段階の人件費所得。生産者所得：生産・加工段階の人件費所得。

4,500万
3,200万

2,700万

飲食店からの食材調達に起因する域内の所得創出額では、野菜・
魚・酒が上位３つとなっています。仕入額・仕入率・生産率が総合的
に高い品目が多くの所得を創出しています。



（６）全国チェーン店の影響はどのくらい？

全国チェーン店の営業規模は比較的大きい一方、域内仕入・地元産品利用率はほぼないため、
域内購入率（＋12.1％）・地元産品利用率（＋3.1％）は、かなり上昇します。ただし、全国
チェーンを除いても、特に地元産品の利用率が低いままであることにも留意すべきです。
今後は、地元資本の店だけでなく、全国チェーンの飲食店にも、少しづつでも地元での仕入

や地元産品の活用を促していくことが期待されます。

項目 各値

食料品総購入額： ¥1,200,618,754

域内購入（仕入）額： ¥700,064,644

域内購入（仕入）率： 58.3%

地元（益田市）産品購入額： ¥181,682,435

地元（益田市）産品利用率： 15.1%

所得創出総額： ¥138,700,882

LM3（地域内乗数3）： 1.71

＋１２．１％

＋３．１％



（１）すべての飲食店・パン屋の全品目の域内購入率＆地
元産品利用率が70%及び100%となった場合。

＋３億1,616万円

＋4億5,370万円

項目 現状

域内購入率

地元産利用率

【70%】

域内購入率

地元産利用率

【100%】

域内購入（仕入）額： ¥1,516,211,737 ¥1,516,211,737 ¥1,516,211,737

域内購入（仕入）率： 46.2% 78.8% 100.0%

地元（益田市）産品購入額： ¥181,682,435 ¥1,065,550,939 ¥1,516,211,737

地元（益田市）産品利用率： 12.0% 70.3% 100.0%

所得創出総額： ¥138,700,882 ¥454,860,749 ¥592,396,903

LM3（地域内乗数3）： 1.56 2.11 2.43

２．改善シミュレーション～地元の仕入率・生産率↑

所得創出額

今後、飲食業界における地元での仕入率や生産率を上げていくことで、確実に域内所得が増
えていくことがわかります。少しづつでも継続的な取り組みが望まれます。
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品目別 所得創出額（増加分）

人件費所得（増分） 生産者所得（増分）

（２）域内購入率&生産率が共に 70%に向上

肉

高いのは

魚
6,200万円

5,800万円

地酒、地ビール
地ワインの可能性

酒

5,100万円

このような品目別の向上シミュレーションにより、域内における新たな食肉やアルコール飲
料の生産開始の可能性が検証できます。

豚肉の域内生産
の可能性



３．五ヶ瀬町の家計調査事例～課題と可能性
＜調査の流れ＞

役場
ご担当

＜調査数（7～12月）と補正＞

1世帯３か月分データを

島根県等の既存データで
補正し、年間額等を算出



■世帯類型別支出大分類毎の支出額（1世帯当たり平均）

家族の人数や子供の有無によって、総額や内訳が異なる
＊今回の調査対象世帯は、平均よりも所得が高い傾向あり



■世帯類型別食費・光熱水費の支出額（1世帯当たり平均）

家族の人数等によって、かなり支出額は異なる。



■全国消費実態調査【宮崎県】との比較～１世帯当たり

食費の支出額は宮崎県平均よりも低いが、灯油代（暖房・給
湯）、ガソリン代は宮崎県平均より多く支出しており、暖房使
用量や車移動距離等の地域性が表れた結果となっている。



■食費各品目の町内外の購入額と町内比率（１世帯平均）

食費トップは外食費８万円～７割が町外消費＝5,000万円以上流出
２位は生鮮肉６万円～３割強町内、3位はお菓子５万円～５割町内
町内購入率トップは、56.5％の生鮮野菜



■世帯類型別の食費における町内外購入比率

子供がいる世帯は町内での購入率がかなり低くなっている。
逆に65歳以上の高齢者単独世帯は町内購入率が50％を超えている。



■食費部門からわかる所得取り戻しの可能性

●パンの場合～域内購入率２６．４％

１世帯平均 域内購入額４，３４１円、域外購入額１２，０７４円
町全体１，２７２世帯では、１，５００万円分のパン購入代金が流出
町内に少なくともあと１軒のパン屋さんの新規定住が成り立つ可能性

●食費部門全体では

町内での購入額：２億６，６５２万円
町外での購入額：４億１、７２２万円 食費全体の６１％分が流出
＊類型別の世帯数で集計～消費額の多い世帯ほど町外比率が高い傾向

●今後の取り戻しの戦略は？～例えば、50％×50％作戦

①各品目の町内購入率を高める～まずは50％を町内で買う
②各品目の町内産比率を高める～町内で買う食料の50％は地元産を実現
→この２つが実現できれば、町全体で推計５，０００万円以上の所得増へ

☆今回の品目別の域内購入率の違いを参考にやり易い品目から



投資 利益還元

大規模バイオマス施設

大手商社

チップ購入

チップ工場
原木購入

売電

■10万kW級大規模バイオマス発電施設（発電量：
87,000MWh）
■売電のみ、熱利用はほぼ無し。
＊バイオマスの熱効率：発電30%程度。

熱のみ50％
コジェネ70－80%

■域外の大手商社が投資
■燃料の半分はPKSを輸入

大規模集中型バイオマス発電施設

4.3億円
PKS購入

0.4億円
PKS輸送

8.0億円
チップ購
入・輸送
費

3.3億円
発電所維
持管理

ヤ
シ
殻
（

P
K

S）

8.0億円/年
投資返済

木
質
チ
ッ
プ
購
入

施
設
維
持
・
初
期
投
資

PKS輸送燃料

2.1億円
チップ製造
(機械・燃料
等)

2.1 億円
チップ製造

(人件・運送)

0.3億 チップ
輸送燃料

0.3億チップ輸
送人件

PKS輸送人費

木
質
チ
ッ
プ
製
造
・
輸
送

生
産
部
門
：

億
円/

年 所得

所得

所得

所得

3.3億円
域内原木購

入

域外原木購入

1.5億円
原木伐採
人件費

所得

0.1億円
域内調達
所得

1.6億円
伐採費
（機械・
燃料等域
外調達）

域内投入
8.4億円

域内投入
5.9億円

域内投入
1.6億円

所得

生産部門

P
K

S

木
質
チ
ッ
プ
購
入
・
維
持
管
理
等
：

億
円/

年

流通部門 消費部門

3.3

8.0

売
電
価
格
：

億
円/

年
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域内投入 域外投入

お金の流れ

モノの流れ
急増する大規模バイオマス発電
の地域経済への貢献度は？

域内所得100円
1,000円売電で

域内経済循環
LM4 = 1.66

４．地元経済に役立つ再生可能エネルギーとは？～島根県立大学・豊田准教授



小規模分散型バイオマス熱供給施設

木
質
チ
ッ
プ
購
入

施
設
維
持
・
初
期
投
資

生
産
部
門
：

百
万
円/

年

域内投入
35.0百万円

域内投入
27.7百万円

域内投入
4.3百万円

木
質
チ
ッ
プ
購
入
生
産
部
門
：

百
万
円/

年

8.3

35.0

熱
販
売
価
格
：

百
万
円/

年

45.0

熱供給施設

補助金

チップ購入

チップ工場
原木購入

4.0百
万円
原木伐採
人件費

所得

0.3百万円
域内所得

4.1百
万円
伐採費用
（機械・
燃料等域
外調達）

所得

0.8百万円
域外人件費

8.3百万円
原木購入

11.5百万円
域内人件費

5百万円
輸送費

2.7百万円
その他

6.7百万円
（その他）

所得 35.0百万
原木購入

2.0百万
その他雑費

8.0百万/年
（町への納
付金）

所得

投資納入

役場

熱供給

お金の流れ

モノの流れ

生産部門 流通部門 消費部門
■小規模分散型熱供給施設（約10か所、熱量
8,700MWh程度）
■熱利用のみ。
■町の事業（一部補助金）
■燃料はすべて町有林の木材を使用

域内調達可能な小規模分散型
で熱を有効に利用すると…

域内投入 域外投入 域内経済循環
LM4 = 2.49

域内所得396円
1,000円売電で

域内所得創出比は４倍に！ コジェネ化
でさらに
進化可能



住
民

一次
産業

二次
産業

三次
産業

年金
その他

1,000人の村のお金の流れ
(400世帯）

販売

調達

所得
23.6億

①所得：島根県民平均所得：236万円（2012年、「県民経済計算」島根県）、②補助金：島根県A市における20地区への
支払い額から、③食費：2016年島根県邑南町瑞穂地区データより、④交通費：島根県中山間地域世帯（年収400～500
万円）平均値57,529円より、⑤エネルギー支払い額：邑南町計算データより、⑥医療費：2017年度国民健康保険データ
より、⑦介護費：2018年度邑南町データより ⑧農地面積：2010年度の全国中山間地域における1人当たり平均面積か
ら算出、⑨森林面積：2010年度の全国中山間地域における1人当たり平均面積から算出

補助金
0.1億

石油
etc

介 護

医 療
食費2.9億

交通2.8億エネルギー
2.2億

税金
4億

1.9億

農地

森林

資産

産業

小さな拠点
支出

126ha

1,471ha

通勤・通学

収入

地域経営会社

1,000人の
タワマン

１人
28万

１人
22万 １人

29万

１人
19万

１人
40万

１人
236万

自然
の
利子

５．循環型社会における循環自治区構想 域外流出
（3部門で６億）



域外購入額：合計72億円
＊108億円削減

30億円 30億円 30億円 30億円 30億円

24億円
18億円

12億円
６億円 ６億円 ６億円

域外購入額：６億円×30年＝合計180億円

２億円 ４億円 ６億円 ８億円 ８億円 ８億円

食料

エネルギー

交通

＜流出部門＞

食料

エネルギー
交通

＜地産地消で
所得増、交通は
共同化で削減＞

食料

エネルギー

域
内
投
資

域
内
投
資

域
内
投
資

域
内
投
資

未来につなぐ～長い目で域内循環への転換が確実に得策

なぜ
しない？

現
状
推
移

域
内
循
環

30億円

10年後 20年後 30年後

＊1,000人規模の地域を想定

年金も
地元運用

所得増
合計36億円



施
設 施
設

施
設

施
設

エネル
ギー

循
環
自
治
区

＝
一
次
生
活
圏

定
住
循
環
圏

＝
地
方
都
市
圏

三
次
循
環
圏

＝
地
方
ブ
ロ
ッ
ク

小
さ
な
拠
点

ハ
ブ
拠
点

ブ
ロ
ッ
ク
拠
点

集落
世帯

小さな
拠点

ハブ
拠点

ブロック
拠点

少量多品種
複合輸送

多分野
複合輸送

専門＆高速
輸送

旅客輸送ベクトル
（量・頻度・行先）

貨物輸送ベクトル
（量・頻度・行先）

施設の集約度
（ワンストップ性）

エネルギー供給

m

情報ネットワーク

分
野
横
断
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
統
合

決済システム

重
層
的
な
輸
送
・情
報
・決

済
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
設
計

専門大量輸送と
複合少量輸送の
スマートな結節機能

「循環自治区」を基点とした循環型社会の基本設計

自動運転・新車両

＜輸送モード＞ ＜検討課題群＞

適正な配置
と供給網

エネル
ギー

資
源

資
源

資
源

資
源

小さな住民力結合

高速道路＆
鉄道結合で
スマートな新
「軌道化」

ブ
ロ
ッ
ク
チ
ェ
ー
ン
技
術
に
よ
る
情
報
統
合



回答者29名の行動状況（H29.10.10～16） （布施地区生活行動実態調査より）

未来形の拠点・ネットワーク検討～邑南町「道の駅瑞穂」整備検討委員会資料



「人の動き」現状分析 （各地区の生活行動実態調査より）

（N=29：H29.10.10～10.16）

（N=30：H29.10.30～11.5）

（N=34：H29.12.3～12.9）

道の駅 瑞穂

邑南町役場

布施公民館

日貫公民館 井原公民館



三江線運輸

大和

邑智

川本

桜江

「物の動き」現状分析１（宅急便） （物流事業者ヒアリング調査より）

三次市

広島市・福山市

ヤマト運輸・三江線運輸の配達状況

浜田市・大田市・出雲市

※ゆうパックのみ集荷を行っている

羽須美

石見

瑞穂

羽須美

ヤマト運輸配達量
平常時：48個/日
繁忙期：91個/日

ヤマト運輸配達量
平常時：40個/日
繁忙期：80個/日

ヤマト運輸配達量
平常時：15個/日
繁忙期：30個/日

配達ルート

上位拠点からのルート

ヤマト運輸

三江線運輸

※配達料は町内全域の個数をもとにエリア別の世帯数より算出
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至 川本・大田・江津

至 広島

至 浜田

至 三次

交通ネットワークの進化イメージ～二重の循環システム

12地区の特色を活かしたまちづくり
＋

12地区間と町内外をつなぐ広域ネットワークとその拠点（道の駅）

道の駅瑞穂

＜広域ネットワーク＞

浜田～矢上・田所～口羽

大田～田所～広島

＜地区内交通＞

地区内交通

公民館
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交通拠点＆ネットワークの進化イメージ

物流拠点 道の駅

地区内

旅客と貨物の複合化

ターミナル

バックヤード

広島都市圏



職員研修も未来形で～2019年11月邑南町若手職員研修会
～レゴブロックで10年後の小さな拠点＝公民館を提案



中山間地域の分散型居住に対応

地域社会の拠点・フロー・マネジメント
を複合化

地元のつながりを活かす
「範囲の経済」圏の創出

郷の駅を核とした拠点・ネットワーク構造と集落人口分布

①ネットワーク構造のコンセプト

先行研究「中山間地域に人々が集う脱温暖化の郷づくり」（Ｈ20～25）

2008アワーカー交通システムシミュレーション
〔概略図〕

集落

浜田駅
浜田自治区

弥栄自治区

郷の駅（支所）

集落 集落

アワーバス
～1時間に1回浜田
駅と郷の駅を往復
（12往復／日）

アワータクシー
（10人乗）

基本的に最短
ルートを通る

アワーバス（30座席）

アワータクシー
（10人乗）

集落内は走行距離
3kmで集約を行う
（14回／日）

アワータクシー
～1時間に1回集落と郷の駅を
往復（13往復／日）
・基本的に集落に1台配備

アワーバス、アワータクシー共通項

・業務系貨物サービス5種について
は複合輸送を行う

・通勤、通学で朝は混雑を予想
朝の時間帯2往復に臨時便
→徒歩外従業者等数（H12国調）か
ら、必要な臨時台数を算出
（本システムに必要な車両数を算出）

基本的な考え方
①移動したいときに移動できる
⇒最低でも1時間に1回の移動機会確保
②自家用車ゼロを想定

目的地割合
【約29.7％】

目的地割合

【100 ％】=必ず経由

② 「郷の駅」＋「アワーカー」 シミュレーション（2008）



年次 タイプ 必要車両台数
（台）

総走行距離
(km)/日

総 経 費 （ 万
円）/日

燃 料 消 費
(L)/日

2008年
集計

マイカー
＋業務系車両

1,009 18,865
うち浜田往復

12,373

130 1662

郷の駅
＋アワーカー

51 5,431
うち浜田往復

749

115 905

差 △958 △13,434 △15 △757

節減率 △94.9% △71.2% △11.5% △44.5%

2050年
集計

マイカー 3,797 75,385
うち浜田往復

47,916

462 6,481

郷の駅
＋アワーカー

95 6,923
うち浜田往復

1,997

147 1,154

差 △3,702 △68,462 △316 △5,327

節減率 △97.5% △90.8% △68.3% △82.2%

③「郷の駅」と「アワーカー」社会的効果の試算

●燃料消費や総経費は、電気自動車化で更なる削減が可能

待ち時間の活用がカギ

待ち時間（１時間程度）

待ち時間（１時間程度）



輪島市自動運転実験

道路に
誘導線
埋め込み

4人乗りゴルフカートを改造

スイス・ツェルマットの小型EV



山口県初
水田での
ｿｰﾗｰｼｪｱﾘﾝｸﾞ

山口市阿東町
「阿東つばめ農園」
おひさま発電所



ドイツ・家畜の糞尿でメダンガス発酵させ、電力と熱を創り出す牧場

ドイツ・オーストリア
～各地で「エネルギー自
給村」が誕生

日本は周回遅れ！？



オーストリア・クフシュタイン（14,000人）
～歩く、出会う、憩う、話す空間づくり

地下には、熱供給管が整備



クフシュタインの熱供給ネットワーク

バイオマスボイラー
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推移人口 改善人口

推移高齢化率 改善高齢化率

循環型への地域社会の
全体最適化には
１世代・30年かかる！
＝かけるべき！

①地域人口の安定化サイクル
＊毎年１％の定住増加を30年間

②環境資源の持続的活用サイクル
＊樹種、樹齢構成の適正化（法正林化）
に30年以上必要

③社会インフラの更新サイクル
＊拠点・ネットワークの集約化

地域社会住民の長期的関与を促す
長期的投資（地域型年金と連動）と
地元オーナーシップ

種別・齢級　　　　　　　　　　　　　　　年代 2010年 2020年 2030年 2040年 2050年

1齢級 517 1,000 1,000 1,000 1,000

2齢級 46 1,000 1,000 1,000 1,000
3齢級 150 1,000 1,000 1,000 1,000
4齢級 87 46 1,000 1,000 1,000
5齢級 229 150 1,000 1,000 1,000
6齢級 227 87 46 1,000 1,000
7齢級 149 227 150 0 0
8齢級 217 149 87 0 0
9齢級 819 217 198 0 0
10齢級 486 415 0 0 0
11齢級 812 0 0 0 0
12齢級 301 0 0 0 0
13齢級 325 0 0 0 0
14齢級 308 600 0 0 0
15齢級以上 490 1,000 1,000 1,000 1,000
民有林広葉樹計 5,163 5,891 6,481 7,000 7,000
人口林・国有林 3,932 3,204 2,614 2,095 2,095
森林面積合計 9,095 9,095 9,095 9,095 9,095



輸送インフラ
共有化

自動運転
進化

カー
シェア

転換基盤期 転換挑戦期 転換始動期

時期 ２０２０～２０２２年 基盤的な研究、プロジェクト
２０２２～２０２４年 循環自治区中心のチャレンジ

２０２５～２０２９年
循環区普及と循環圏準備

全般的進化 ⇒各地方連合大
学院へ

インフラ：ネッ
トワーク（交
通）と拠点に
関わる進化

エネルギー、
資源に関わる
進化

暮らし、制度、
生態系に関
わる進化

循環自治区・定住循環圏
複合プラン第1陣3圏域60区

定住循環圏プラン
第2陣10圏域200区

定住循環圏プラン
第3陣30圏域600区

定住循環圏プラン
第4陣300圏域10，000区

定住循環圏広域ハブ
＆ネット整備プラン30

IoT始動
（モノのインターネット）

IoT普及
（モノのインターネット）

EV普及

循環自治区
先行実験モデル30

循環自治区
先行普及モデル300～600

循環自治区インフラ
先行実験モデル30

電子決済普及

循環自治区インフラ
普及モデル300～600

資源調査
「21世紀の石高制」

循環自治区エネルギー
先行実験モデル30

再生可能エネルギー
プラント・コンテスト

循環自治区運営組織
先行実験モデル30

森林等の共有財産
区制度検討

地域マネージャー
育成体系検討

グリーンレンジャー等
養成・自治区配置プラン

都市圏マネージャー
養成・循環圏配置プラン

住民エネルギー公
社等の地域経営会
社設立プラン

次世代インフラ整備
進化プラン

資源管理
「森と農地の仕立て直し」

「小さな拠点」の複合
的経営本格始動

循環自治区エネルギー
普及モデル300～600

森林等の共有財産
管理育成主体

地域エネルギーファ
ンドの運用スタート

循環自治区運営組織
普及モデル300～600

定住循環圏エネルギーネッ
トワーク整備プラン

定住循環圏内「小さな拠点」
総合ネットワーク整備プラン

地域型年金＆福祉相互支
援連動システム検討

地元・中高生
30年育成プラン

持続可能な
地域社会
総合研究
プロジェクト

インフラ
構想
研究

エネルギー
構想研究

自治・地域づくり
構想研究

定住循環圏インフラ
ネットワーク整備プラン

⇒各地方「緑の大
学院」設立へ

旅客・貨物フローの包
括的把握分析

FIT制度等の見直し
熱供給等の評価

海外への移転モデル
の先行的研究

「木の文明」構想

「日本はどこで間
違えたのか」より

循環型社会への30年～転換＆進化工程表 ①2020年代



時期 本格転換期 転換成熟期 安定波及期

年代・重点 ２０３０～２０３９年
循環圏の本格形成

２０４０～２０４９年
循環圏の普及とブロック進化

２０５０年～
インターローカルで相互進化

全般的進化

インフラ：ネッ
トワーク（交
通）と拠点に
関わる進化

エネルギー、
資源に関わる
進化

暮らし、制度、
生態系に関
わる進化

資源管理「森と農地の仕立て直し」

地方都市中心部
マルチコア技術開発

定住循環圏インフラ
先行普及モデル30

定住循環圏エネルギー
先行普及モデル30

マルチコア・エネル
ギープラント開発

定住循環圏
エネルギー

先行実験モデル30

定住循環圏
コミュニティ相互交流
先行普及モデル30

定住循環圏
コミュニティ相互交流
先行実験モデル30

部
門
間
相
互
進
化
構
想

海外への移転モデルの継続的開発と先行実証

循環自治区
普及モデル10，000

定住循環圏
先行実験モデル30

定住循環圏
先行普及モデル100

定住循環圏
普及モデル200

定住循環圏広域ハブ
＆ネット整備プラン100

定住循環圏広域ハブ
＆ネット整備プラン200

地方ブロックハブ拠点
＆ネット整備プラン

地方ブロック
完成モデル

海外への移転モデル
の包括的展開

海
外
も
含
め
た
ロ
ー
カ
ル
＆
グ
ロ
ー
バ
ル
な
相
互
交
流
に
よ
り

進
化
す
る
ス
テ
ー
ジ
へ

グローバル
緑の大学院

定住循環圏インフラ
先行実験モデル30

定住循環圏インフラ
普及モデル200

陸上輸送用
スマートコンテナ
開発実用化

定住循環圏エネルギー
普及モデル200

地方ブロックエネル
ギーリンクプラン

地方ブロック
エネルギーリンク
完成モデル

定住循環圏
コミュニティ相互交流
普及モデル200

地方ブロックコミュニ
ティ交流リンクプラン

地方ブロック
コミュニティ交流リンク

完成モデル

都市・農山漁村パートナーエリア制度展開

高速道路の
新軌道システム
旅客・貨物対応加

地方ブロック
インフラリンク
完成モデル

「日本はどこで間
違えたのか」より

転換＆進化工程表 ②2030年代～2040年代


